
４ 地域経済調査に関する取組

地域経済の現状や課題等について、地方公共団体や経済団
体などと意見交換を実施し、課題の共有や解決策の検討を行
うとともに、地域からの情報ニーズ等に応えています。
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概要 取組の成果

岐阜県の森林を守るための取組レポート公表
岐阜財務事務所では地域連携対話等のヒアリングを通じて把握した岐阜県内の森林にかかる現状や課題、さ

らにその課題解決に向けた取組事例について、レポートとして発表。

⃝ 岐阜県の森林面積は県土面積の81%を占め、森林率は全国
2位となっている。豊かな森という恵まれた環境資源である一方、
山林管理の人材不足など森林に関する課題に直面している。

⃝ 岐阜財務事務所では、森林を取り巻く現状や課題等を分析し、
県内の各団体の取組事例や関連する制度等について取りまとめ、
レポート形式で発表を行った。
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東海財務局岐阜財務事務所

レポートはこちら

⃝ レポートでは、担い手不足や
管理不足といった課題を抱
える一方、国産材利活用や
カーボン・クレジット、観光資
源化などの取組が進みつつ
あり、今後は、官民が連携
して持続可能な森林管理と
活用を進めていく必要性を
示した。

国産材の
利活用

森林管理
の仕組み
づくり

カーボン・
クレジット
制度

金融機関
の取組

国庫帰属
制度 観光資源

⃝ 経済調査、融資、金融、国有財産、地域連携といった多様な
業務視点を生かし、地域の森林課題を幅広く扱ったことで、地
方公共団体に加え、幅広い地域主体に対して効果的なアプ
ローチが可能となった。

⃝ 岐阜県内の森林にかかる現状や課題について、ヒアリングやアン
ケートを通じて理解を深めることができ、その後の地方公共団体
や企業等へのヒアリング・対話において、今後の連携や取組につ
ながる意見交換を行うことができた。

※地域連携対話とは、財務局・財務事務所が各地域主体との対話を実施、その際把握した地域の課題やニーズを本省庁等へ伝達するという地域貢献に関する取組。



概要 取組の成果
【背景】
⃝ 大阪・関西万博、訪日外国人の動向、通商政策など、
関西経済に強く影響を与える要因の変動が連続して発生。

⃝ 近畿財務局単独では得られる情報の範囲や想像力が限定的。

地域ネットワークの拡充と当局シンクタンク機能の強化
近畿財務局の経済調査と同種の調査・分析を実施している管内の地域関係者(民間シンクタンク、商工会
議所など)と意見交換を随時実施。知見を融合することで、時勢に対応した深度あるヒアリングが可能となり、当
局のシンクタンク機能の強化につなげている。
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【取組】
⃝ 地域関係者との意見交換

• 経済調査を実施している
地域関係者との意見交換を
局・事務所単位で実施。

• 足下の地域経済の状況や調査・
分析上の工夫を双方向で共有。

⃝ 近畿財務局が調査先に時勢に対応した深度あるヒアリングを実
施し、経済調査に反映。より地域の実態を反映した声を中央へ
伝達。

⃝ 地域ネットワークの拡充効果
• 公的機関＋自治体＋民間シンクタンク･商工会議所などと連

携を拡充
地域経済の実情をより面的に捉えることが可能に。
物事のとらえ方や知見に広がり。

• つながりを端緒に地域関係者の開催イベントに参加
更なる地域ネットワークの広がり。

• 迅速に連携・相談できる「恒常的な協力関係」を構築。

⃝ 当局のシンクタンク機能の強化
• 地域関係者に対し、調査内容を発信する機会が増加。
• 調査結果の共有や意見交換を経て、担当者の知見が拡充。

情勢判断や景況感等のヒアリング先の選定に活用。
より地域の実情や時勢を捉えたヒアリング調査や分析に
つなげている。




